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SUMMARY 
 

This paper explores the importance of “ownership of local society” in the context of 

peacebuilding. While the principle of “local ownership” is well established in 

international society, its strategic implications in peacebuilding have not yet been fully 

examined. This paper first provides a systematic recognition of the importance of   
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“ownership of local society” in the context of peacebuilding. The paper introduces the 

concepts of legitimacy, willingness, capacity, and activeness in order to illustrate the 

strategic thinking of peacebuilding to meaningfully develop “ownership of local 

society” in the context of peacebuilding. Then, second, the paper identifies major 

bearers of “ownership of local society” and examined their possibilities from the 

perspective of peacebuilding. The enriched concept of “ownership” should not 

exclusively exercised by the national government. Local administrations as well as civil 

society organizations also have crucial roles to play as implementers of “ownership of 

local society” in the context of peacebuilding. The third section of the paper illustrates 

the relevance of the issue in each of main policy areas of peacebuilding. By doing so, 

the paper aims to show how those who are engaged in peacebuilding should take into 

consideration the strategic importance of “ownership of local society” in the context of 

peacebuilding. 
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はじめに 

 

本稿は、「現地社会のオーナーシップ(ownership)」という原則が、平和構築に

おいてどのような意味を持っているのかについて、体系的な考察を加えること

を試みるものである。本稿は、これによって具体的な平和構築の文脈において、

「オーナーシップ」を育成することを通じた望ましい政策立案および実施方法

について、さらに検討を進めていくための準備作業を提供することを目指す。 

平和構築の分野において「オーナーシップ」が語られることは、決して珍し

くない。活動範囲を限定する趣旨もあるとはいえ、たとえば「平和構築委員会」

を設立したときに、国連安全保障理事会と総会が強調したのは、「オーナーシッ

プ」との整合性であった1。国連平和維持局の「キャプストン・ドクトリン」で

は、より積極的に、「オーナーシップ」を発展させることが平和活動の戦略にと

って重要であることを強調している2。経済協力開発機構（Organisation for 

Economic Co-operation and Development: OECD）開発援助委員会（Development 

Assistance Committee: DAC）の「脆弱国家（fragile states）へ支援に関する指針の

中では、特に「オーナーシップ」に配慮して開発援助を行うべきことが、特筆

されている3。 

現地社会のことは、現地社会の人々に委ねられるべきであるという「オーナ

ーシップ」原則は、決して平和構築の分野においてだけ語られるものではなく、

国際社会の中で広く認められている考え方だと言える。国連憲章によって明示

的に国際法規範となった「自決(self-determination)」の原則が4、20世紀後半の脱

植民地化の流れ以降、特に倫理的な含意を持って、「オーナーシップ」という原

則と結びつけられるようになった。つまり法的地位としては独立主権国家とし

て認められる場合であっても、政治的・経済的な脆弱性から、大国からの政治

的干渉を受けたり、経済政策で国際機関に主導権を握られたりする場面が、む

しろ新興独立諸国が増えたことによって国家間の政治的・経済的力の格差が広

がった国際社会において、あえて「オーナーシップ」について語り、その原則

的重要性を絶えず確認し続けることの意義が生まれたのだと言えよう。国連等

の先進国と発展途上国とが一堂に会するような外交的な場において、あるいは
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ドナー国と受け入れ国との関係が問題になる開発援助の分野において、そして

大規模な国際機関職員（外国軍隊）が投入されるような平和維持活動において、

「オーナーシップ」原則は、「尊重」されなければならない一大原則して、何度

となく確認される。 

ただし、「オーナーシップ」を尊重するということがどういうことであるのか

について、国際標準といえる理解が、具体的なレベルで存在しているまでは言

えないだろう。そのため、形式的には「オーナーシップ」の尊重が総意として

強調されている場合ですら、具体的な政策立案・実行の場面における恣意的な

解釈を通じた原則の軽視や、逆に拡大解釈による原則の濫用などの現象が、頻

繁に起こることになる。たとえば「オーナーシップ」が「要請主義」と翻訳さ

れ、さらに「要請」が単に特定の文書に署名することと翻訳されるような場合、

あるいは「オーナーシップ」が現地政府の権力者が全てを決めることと翻訳さ

れ、権力者が援助資金を利己的利益のために利用することもこの原則の副産物

であると翻訳されるような場合などを、「オーナーシップ」原則が望ましくない

現象において悪用されている事例として、考えることができるだろう。 

しかし「オーナーシップ」原則とは、単に盲目的に唱えればよいお題目では

ない。原則のよりよい運用が、望ましい世界の実現に役立つという認識がなけ

れば、原則の持つ意義は見失われてしまう。そのことは特に平和構築の分野に

おいてあてはまる。さまざまな規模・方法での国際社会の関与が図られること

が多いとはいえ、長期的な取り組みが求められる平和構築は、国際社会による

限定的な範囲の介入によってだけでは、完全に達成されることはない。平和が

真に長期的で安定した平和となるためには、その社会に生きる人々が平和を支

え続けていくための意思と能力を持っていなければならない。そしてその社会

の規範や制度が、長期的な平和構築に貢献するように設定され、確立されてい

なければならない。 

ある意味で平和構築のあらゆる活動は、長期的な持続性の高い平和を作ると

いう目標から考えれば、すべて「オーナーシップ」原則をどのように育成する

かという問題意識を、根本的な活動指針として、持っていなければならない。

近年の平和構築をめぐる研究では、国際社会の支援のあり方についての議論が
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非常に深化した。しかし必ずしも「オーナーシップ」原則について体系的に考

察したものが多いとまでは言えない。本稿は、平和構築におけるオーナーシッ

プの促進という根本的問題に対して、研究体制が必ずしも追いついていないと

いう現状を少しでも改善するための一助となることを目指している。 

 

 

１．平和構築における「オーナーシップ」原則 

 

 第一節では、まず「オーナーシップ」を平和構築の文脈で論じる際の概念枠

組みを構築する準備作業を行う。そこで本稿が強調するのは、「オーナーシップ」

は、単に「尊重」するだけで事足りるものではなく、戦略的発想の中に位置づ

けた上で、「促進」していくべきものだということである。そしてその促進にあ

たっては、平和構築の目的に従った優先順位付け等との整合性が求められると

いうことである。 

 

１－１ 国際社会における「オーナーシップ」原則の意味 

 

 オーナーシップとは、その基本的な語義からすれば、所有者の所有物に対す

る権利を意味する。ここから転じて、自国民が自国の事柄を扱うという国際政

治上の意味が生まれてきたと思われる。そして主に内政不干渉原則を広くとら

えて強調する概念として、用いられることになった。それは脱植民地化によっ

て生まれた新興独立諸国が、自国の影響圏の維持のためにリップサービスをす

る冷戦時代の超大国をも抱き込んで、国際社会の規範として確立していった原

則である。 

 現在の国際社会の秩序は、国連憲章第 2 条 1 項の表現を用いれば、諸国家の

「主権平等の原則」の上に成り立っている。国家主権については、近世ヨーロ

ッパに起源を持つといわれる。しかし国民国家原則の普遍化とあわさって、世

界大に広がるようになったのは、20世紀になってからであり、特に 20世紀後半

の脱植民地化運動後のことである。「植民地諸国およびその人民に対する独立の
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付与に関する宣言（植民地独立付与宣言）」（1960 年）や「天然資源に対する恒

久主権に関する決議」（1962年）などをへて、1972年に国連総会が採択した「国

際連合憲章に従った諸国間の友好関係および協力についての国際法の原則に関

する宣言（友好関係原則宣言）」は、「人民の同権および自決の原則」を強調し、

「すべての人民は、外部からの介入なしにその政治的地位を自由に決定し、そ

の経済的、社会的および文化的発展を追求する権利を有し、いずれの国も、憲

章に従ってこの権利を尊重する義務を負う」ことを宣言した。 

 このような国際社会の動きを見ると、「現地社会のオーナーシップ」が、平和

構築活動が発達する以前に確立された原則であることがわかる。そのためたと

えば国際平和支援活動の中でも、冷戦期から徐々に進展していた国連の平和維

持活動は、「人民の自決権」に抵触しないようにするという配慮にもとづいて、

停戦合意監視などに任務が限定されていたのだと言える。 

国際社会には巨大な構造的格差が存在している。しかしそれも各植民地を「自

決」の単位となる「自己(self)」とみなして独立させ、他者と区別し、自律性を

持たせることが道徳的・法的・政治的に、確立された原則となったからである。

たとえ脆弱な国家機構しか持たない新興独立諸国の独立国家性が疑わしいもの

であったとしても、世界の全地表を「主権(sovereignty)」を持つ独立した民族国

家 (nation-state)によって分割し、それぞれが「自決」あるいは「自治

(self-governance)」によって成立する自律的な人格を持っていると仮定すること

は、現代国際社会の「秩序」原理の大きな特徴である。つまり植民地や帝国の

存在を否定し、国の大小を問わず、個別的人格を持つ国家群によって国際社会

が成り立っていると仮定するのが、現代国際社会の根本規範を形成する考え方

なのである5。 

このような国際社会の秩序を成り立たせている原則的枠組みは、多くの新興

独立諸国が自律的な存在を安定的に保つための社会制度や統一性を欠いていた

り、先進国と発展途上国との間の巨大な力の格差があったりする現実を、必ず

しも説明するものではない。むしろ十分に主権国家としての機能を発揮してい

ない国家が存在している現実や、強国が弱小国に大きな影響力を行使すること

が多いという現実と、国際社会の原則的枠組みとの間には、乖離があると言え
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よう。したがって「オーナーシップ」原則には、この原則と現実との間の乖離

が広がらないように防ぐという機能が期待されている。 

なお「オーナーシップ」は、伝統的には「国家のオーナーシップ(national 

ownership)」として理解されることが普通であった。つまり「オーナーシップ」

の主体は、ほぼ排他的に国家機構であると仮定されていた。しかし近年では、

特に国家形態が脆弱な地域において「国家のオーナーシップ」の考え方を機械

的にあてはめることに弊害があるということが、強く意識されるようになって

きた。つまり政府が国民を全く代表していないような場合に、政府の強権行使

をいたずらに正当化するための論理として「オーナーシップ」が用いられてし

まう恐れがあるような場合が、そうした弊害の一例である。そのため、最近で

は「オーナーシップ」をより広くとらえようとする見方が多く見られる。本稿

でも、あえてオーナーシップの主体を「現地社会」とすることによって、より

柔軟な「オーナーシップ」の理解を図ることを目指している。 

 

１－２ 平和構築におけるオーナーシップ原則の意味 

 

 それでは現代国際社会においてこのような意味を持つ「オーナーシップ」原

則は、特に平和構築においてどのような意義を持っていると言えるのだろうか。

本稿では、「現地社会のオーナーシップ」を、紛争（後）社会を代表する政府な

どによって構成される現地社会の人々が、永続的な平和を作り上げていく際に、

主導的な役割を担っていくこと、と定義する。この原則は、規範と戦略の二重

の意味において、重要である。 

 第一に、それは平和構築活動の規範的枠組みを定める。たとえどれだけ深く

関与しようとも、現代世界の国際社会が、主権を持つ国民国家の枠組みを秩序

形成の基本として考えることには決して変わりはない。「現地社会のオーナーシ

ップ」を尊重するという原則は、いかなる平和構築活動においても、踏み外し

てはならない規範的な枠組みとなる。 

 第二に、それは平和構築活動の戦略的方向性を定める。たとえどれだけ長く

関与しようとも、国際社会が平和構築活動を永遠に続けていくことはない。ま
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た国際社会は、活動の果実である平和の直接的な享受者ではなく、その責任の

持ち方は常に政策的な態度に委ねられる。しかし現地社会は、自らの享受する

平和の利益も、それが失われたときの不利益も、不可避的に引き受けなければ

ならない。現地社会は、自らの社会の平和に、永続的に責任を持ち続ける。平

和構築は、現地社会が現地社会の平和を構築し、永続的に保持し続けていく意

思と能力を確立するまでは、決して成功したと結論付けられることはない。 

 したがって「現地社会のオーナーシップ」は、平和構築の根幹に関わる問題

であり、その成否によって平和構築活動全体の成否が決まるようなものである

と言っても過言ではない。 

 

１－３ 平和構築におけるオーナーシップ育成の問題 

 

 平和構築において、「現地社会のオーナーシップ」の育成が、規範的な意味に

おいて、戦略的な意味において、重要な原則であることが自明である一方で、

その適用にあたっては、諸々の困難が発生する。 

 本稿では、「現地社会のオーナーシップ」育成にとって最も根源的なのは、現

地社会の側に内在する二つの種類の問題であると考える。 

 第一に、平和構築に必要な現地社会の意思が欠落している場合がある。平和

構築の文脈で、オーナーシップを育成するためには、現地社会の中に平和構築

を求める勢力が存在していなければならない。しかし現実には、そのような勢

力の存在が必ずしも自明ではない場合もある。あるいは平和を求める勢力が、

現地社会の内部において極めて弱い立場に置かれてしまっている場合もある。

この場合、オーナーシップが発揮されない最大の問題は、端的に言えば、現地

社会に意思が足りない、あるいは意思を持つ人材が適切に活用されていないこ

とにある。そこで必要になる支援は、平和構築に必要な意思の開発であり、そ

のような意思を（潜在的に）持つ人々のエンパワーメントである。 

 第二に、平和構築に必要な現地社会の能力が欠落している場合がある。現地

社会の能力の問題がある。仮に平和構築の方向性にそってオーナーシップを発

揮していく意思が現地社会の側にある場合であっても、人的・制度的・物理的・
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財政的資源の面で、現実には必要な作業を的確に遂行していく政治的・経済的・

社会的能力が備わっていない場合もある。この場合、オーナーシップが発揮さ

れない最大の問題は、端的に言えば、現地社会に能力が、つまり総合的な意味

での力が、足りないからだということになる。そこで必要になる支援は、平和

構築に必要な能力の開発であり、そのような能力を（潜在的に）持つ人々のエ

ンパワーメントである。 

 もちろん実際の平和構築支援にあたっては、さらに考慮すべき幾つかの実施

上の諸問題がある。 

 第一に、平和構築の諸事例の個別的性格の困難がある。それぞれの紛争にそ

れぞれの固有の事情があるように、「現地社会のオーナーシップ育成」は、それ

ぞれの現地社会の固有の状況に対応したものでなければ、意味がない。したが

って、オーナーシップ育成には、普遍的な原則的な規範的枠組みと戦略的方向

性を堅持しつつ、個々の具体的な文脈を踏まえて現実の現地社会に根ざした適

用方法を考えていかなければならないという困難がある。 

 第二に、国際社会が持ち込む平和構築実施体制と現地社会の間のギャップが

ある。平和構築は、国際社会が関与した際に、顕著な形で大々的に行われる。

したがって平和構築のニーズが高く、規模が大きくなればなるほど、国際社会

主導の体制がとられがちである。しかしひとたび国際的基準の仕組みが確立さ

れてしまうと、その仕組みに慣れない現地社会が主導する体制に移行していく

ことが、困難になる。さらには国際社会が期待するオーナーシップ発現の道筋

が、政府等の現地社会の有力勢力のオーナーシップ解釈と一致していない場合

には、国際社会が導き出そうとする道筋に対するあからさまな拒絶または相対

化の態度こそが、オーナーシップの観点から容認されるべきものであると、主

張されることもある。 

 第三に、オーナーシップの担い手の多様性がある。紛争状態からの脱却を目

指す平和構築の場面においては、国家の枠組み自体が最終的に確定していなか

ったり、国家を代表する政府が完全な正統性を確保していなかったり、移行期

にあったり、複合的であったり、分裂していたりすることがある。内戦に対応

する国内社会の平和を目標にしている以上、中央政府を中心としつつも、地方
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政府や市民社会団体なども重要な役割を持つ。したがって平和構築の場面にお

いては特に、オーナーシップの担い手を、通常の場合よりも広い文脈で捉え、

現地社会の様々な組織体に目を向けていくことが求められる。 

 平和構築においては、これらの困難を念頭に置きつつ、諸々の活動を、長期

的な視点に立った「オーナーシップの育成」の観点から、立案・調整していく

態度が必要になる。 

 

１－４ 平和構築におけるオーナーシップ促進の考え方 

 

 しかし冷戦が終焉した際に多発した地域紛争は、第二次世界大戦以降、特に

20 世紀後半の規範構造の中で新興独立諸国が、実は脆弱な国家基盤しか持って

いなかったという事実を露呈した。いわば「オーナーシップ」を主張する新興

独立諸国に、「オーナーシップ」を発展させるための社会的基盤が十分ではない

ことが、明らかになったのである。そこで地域紛争の解決する国際平和支援活

動が、特に永続的な平和の社会的基盤の確立を目指す平和構築活動が、単に「オ

ーナーシップ」の「尊重」だけではなく、「オーナーシップ」の「促進」も強く

意識せざるをえなくなる。平和構築という紛争経験を前提にした活動において、

「尊重」すべき「オーナーシップ」の基盤を確立すること自体が、「オーナーシ

ップ」原則の重要性のゆえに、強く求められるようになった。「オーナーシップ」

を尊重するがゆえに、その欠陥の結果として生まれた紛争の永続的解決を目指

す平和構築活動が、平和に資する「オーナーシップの促進」を目指すことにな

ったわけである。 

 このような「オーナーシップ」の捉え方は、決して平和構築の分野だけに限

られるものではない。むしろ開発援助の分野ですでに議論されている論点であ

り、むしろ平和構築が長期的な開発援助と同じような視点で現地社会のあり方

を捉えるとき、必然的に生まれてくる問題だと言えよう6。「育成」される「オー

ナーシップ」とは、他者の拒絶ではなく自己実現の積極的な意味で理解される

概念である。それは「現地社会」の自らに対する「自信」に裏付けられていな

ければならず、「選択肢」と「自由」の拡大を通じた「能力強化」によって発展
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させられるものである 。 

 こうした背景があるために、平和構築における「オーナーシップ」は、単に

「尊重」すべきものではなく、むしろ「育成」「発展」させるものであるとみな

されることになる。時には介入的な手法を正当化してですら「育成」「発展」さ

せるべき平和構築の不可欠な要素であると考えられる。「平和構築における現地

社会のオーナーシップ」は、単に形式的に理解されるべきものではなく、平和

の構築に必要な現地社会の意思と能力を適正に育成するという観点から、実際

の諸々の平和構築活動を通じて充実・発展させなければならないものとして、

位置付けられなければならないのである（図１参照）。 

 

図１ 平和構築活動における「現地社会のオーナーシップ」の位置付け 
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 なお「現地社会のオーナーシップ」を確保するために、最も重要になる平和

構築の実施主体は、現地国家機構である。実は理論的に言えば、近代型国家の

建設だけが平和構築の唯一の道ではなく、実際面においても、国家機構だけが

平和構築の担い手ではない。しかし現実の現代世界では、国家機構が中心的な

役割を担わないまま、永続的な平和の社会的基盤が確立されるということは、

あまり起こりえない。国家としての体裁を整え、国際法にのっとって国際社会

で行動し、近代国家で期待されている役割を国家機構が果たしていくことが、

現実の平和構築では必須の要件に等しい。 

 ただし現地国家機構のあり方は一様ではない。統一国家として歴史や文化、

国土の広さや地理的環境、内戦による分裂や無政府状態および社会基盤の破壊

の度合い、新しい政治体制の仕組みなどによって、国家機構が担いうる機能の

意味は変わってくる。また国際社会との役割分担の考え方も変わってくる。平

和構築における「現地社会のオーナーシップ育成」のためには、国家機構の適

正な役割を、平和構築の全体的な見通しの中で、明らかにしていく必要がある。

換言すれば、現地社会が適正だと考える平和構築の担い手としての国家機構の

あり方を見定めることも、「現地社会のオーナーシップ」を促進するための重要

な平和構築の戦略策定の一部となる。 

 したがって中央政府だけではなく、地方自治体政府の役割も、平和構築が実

施される「現地社会」が全体としてどのような仕組みを作っていくかという視

点から、捉えられることになる。「現地社会のオーナーシップ育成」とは、常に

中央政府による権限の独占を促進するような考え方に依拠するものであっては

ならない。分権化の必要性などを平和構築の戦略の中に取り込んだ上で、中央

政府と様々なレベルと性格を持つ地方自治体政府が持つ諸機構のそれぞれが果

たしうる役割を明確化し、発展させていくことが求められる。 

 さらに国家機構と適正な距離感を持つ市民社会組織の育成を、「現地社会のオ

ーナーシップ育成」の重要な視点として位置づけることも必要である。市民の

自発的な活動から生まれる「現地社会の平和構築の意思と能力の強化」が促進

されるのでなければ、「現地社会のオーナーシップ」の底上げは期待できない。 

 また国家機構の脆弱性が問題になる紛争（後）国の場合であれば特に、土着
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の伝統に依拠したコミュニティの紐帯も見逃せない点である。現地社会の人々

に平和構築の「オーナーシップ」を強く感じてもらい、その責務を積極的に担

ってもらうためには、人々の生活の視点に近いコミュニティのレベルで平和構

築が行われなければならない。もちろんそのためにはコミュニティが分断され

た存在であっては限界がある。近代国家制度を前提にした人々の国家機構への

参加の促進と、コミュニティのレベルでの平和構築の努力が結びついていくと

き、円滑な「平和構築のための現地社会のオーナーシップ」促進がなされるこ

とになる。 

 付加的な点としては、地域的な努力によって促進される「オーナーシップ」

意識がある。「現地社会」の枠組みをこえて近隣諸国の間に、平和構築の当事者

としての意識が一定程度共有される場合がある。そのような地域に住む人々の

自然な感覚として、近隣諸国との間で当事者意識が共有されているような場合

には、近隣諸国の平和構築の努力を促進することが、間接的ながら効果的な「現

地社会のオーナーシップ」促進に役立っていくことが期待される。「現地社会の

オーナーシップ」を重視するとしても、国際社会、特に近隣諸国との平和的な

関係を視野に入れるのでなければ、平和構築としては意味がない。健全な「オ

ーナーシップ」の促進には、国際的な平和構築の側面も、当然含み込まれてい

ると解釈すべきである。 

 このような諸点を総合的に踏まえた上で、平和構築における「現地社会のオ

ーナーシップ育成」の問題を理解していく必要がある。「現地社会のオーナーシ

ップ育成」は、その現地社会内外の個別的な事情を最大限に考慮しつつ、その

現地社会のための個別的な平和構築の「戦略」を総合的な視点で作り出してい

くときに初めて、体系的に明らかになると言える。 

  

２．オーナーシップ促進のための担い手 

 

２－１ 現地社会の担い手 

 

 「オーナーシップ」を語るためには、当然のことながら、現地社会の平和構
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築の担い手の役割が重要になる。現地社会の平和構築の担い手をどう促進して

いくかが、平和構築の政策において根幹的な意味を持つと言っても過言ではな

い。ただし従来の「オーナーシップ」の議論においては、現地政府の「要請」

にもとづいて援助を行うとか、現地政府の「意向」をよくふまえる努力をする

などの論点に、還元されてしまいがちであった。だが、単なる要請主義が、手

続き的な形式論に流れがちであることは、よく指摘されるところである。また、

もちろん現地政府との間で緊密な協議の場を設けたりすることは必要だが、現

場では効率的に協議しやすいカウンターパートを選定する傾向が生まれるなど

の副次的効果が発生することにも注意すべきである。たとえば大きな資金規模

の援助が実施されるような地域では、英語堪能で欧米滞在経験のある大臣が取

り仕切る省庁に援助プロジェクトが集中し、現地政府内部の歪な能力的・財政

的・政治的格差を生みだす弊害が顕著になるという現象などが起こる。現地政

府構成員間の競争心や、信頼感の悪化をもたらす弊害を恐れず、各ドナーが最

も効率的に援助プロジェクトを行う方法を確保するためにしのぎ合う状況は、

決して「現地社会のオーナーシップ」を最大限に発展させるために望ましい状

況とは言えないだろう。 

 平和構築の観点からは、永続的な平和の社会的基盤を持続的に維持・発展さ

せるために「現地社会のオーナーシップ」をいかに育てていくか、という視点

が重要である。すでに第１節で指摘したように、単に「尊重しているかどうか」

と試験紙的に「オーナーシップ」概念を用いるのではなく、あくまでも将来に

向かった政策的方向性の指針としての「オーナーシップ」原則を理解すること

が、求められる。平和が達成されていない地域、あるいは平和が安定的に維持

されていない地域では、平和のための「現地社会のオーナーシップ」がまだ十

分に発展していないのだと言える。したがって平和構築のために、それをどう

引き延ばしていくかが大きな課題になる。 

 平和構築のための「現地社会のオーナーシップ」の促進は、平和構築という

目的にしたがって促進される「現地社会のオーナーシップ」であり、それ以外

の目的に資する「現地社会のオーナーシップ」ではない、という点は、まず確

認されるべきだろう。つまり、平和を阻害する要因となるような「オーナーシ
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ップ」は、決して平和という高次の目的にてらして促進されるべき「オーナー

シップ」ではない。また、われわれは決して盲目的に「現地社会のオーナーシ

ップ」を促進してさえいれば、いずれ自動的に平和が構築されると信ずること

ができる理由を持っているわけではない。平和構築への関心からすれば、戦略

的に理解された「平和構築のための現地社会のオーナーシップ」促進が、何よ

りも望まれるのである。そのためには、まずもって次のような諸点に配慮して

いくことが必要だろう。 

 第一に、平和に関心を持つ人々と、平和に関心を持たない人々を峻別し、前

者に優越を与える社会を構築する方向性の中で、「現地社会のオーナーシップ」

を促進しなければならない。もちろん抽象的な基準で、個々人一人一人を機械

的に範疇分けするような作業に、いつも大きな意味があるわけではないだろう。

ある特定の人物が常に疑いなく平和構築の側に立つ推進者であり、また別の特

定の人物が本質的に平和阻害勢力以外にはなりえないと断定することは、必ず

しも絶対に必要ではない7。しかしその一方で、平和を促進するために尽力する

動きと、逆の方向に進むために行われている動きとを、同列に扱うことは「平

和構築のための現地社会のオーナーシップ」に反する。平和への意思がないと

ころであっても、資金投入等さえ続けていればいつか自然に段階が進んで平和

が達成されると盲目的に信じるような態度は、平和への意思だけがあれば平和

が達成されると盲目的に信じること以上に、危険である。 

 第二に、平和に関心を持つ人々の中で、実際に平和構築を推進する能力を持

つ人々と、そうではない人々とを冷静に見分けることも必要である。そして前

者については、能力発揮のための制度的・政策的環境を整え、後者についは能

力開発の機会を提供することが、求められる。前者には直近の政策面での優先

度が与えられ、後者にはより長期的な支援における優先度が与えられることが

望まれる。平和構築が進展しない地域においては、平和に関心があり、平和推

進の能力を持つ人々に、十分に適切な能力発揮の環境が与えられていないこと

が多い。社会の中に、それらの人々が活躍するための制度的・政策的環境を作

っていくことを、平和構築活動の大きな政策的方向性としていかなければなら

ない。 
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 第三に、平和への関心と能力を持つ人々の中から、さらに実際にその意思と

能力を発揮するための活動を行っている人物を特筆することにも意味がある。

すでに行われている活動を強化することは、効果的に平和構築のための社会的

基盤を強化することにつながる。また先行する取り組みについて平和構築の観

点から認知を与えることには、関連する活動に発展のための方向性の感覚を与

えて拡大・継続の道筋を作りだし、後継世代の育成を促進する効果が期待され

てしかるべきであろう。これら三つの条件を、社会的正当性の枠組みの中で満

たす人々が、「平和構築のための現地社会のオーナーシップ」促進において、最

も中核的な位置づけが与えられるべき人々である（図２参照）。 

 

図２：オーナーシップ促進対象の概念図 
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際に、この流れを後押しするという政策的意図を持って行うことが、「平和構築

のための現地社会のオーナーシップ」促進を行うということである（図３参照）。 

 

図３：オーナーシップ促進と平和構築 
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しかしそれは必ずしも戦略的な「平和構築のための現地社会のオーナーシップ」

の促進につながるものではない。 

 国際社会が支援を行うということは、その内容が何であれ、一定の介入の要

素を伴う。国際支援は、それが何であれ、常に必ず何らかの実現したい価値の

実現のために行われる。だがそうだとすれば、特に平和構築の目的のために支

援を行うのであれば、正当性確立のための制度構築、平和への意思を促進する

ための意識喚起、そして平和への能力の向上のための能力構築を、「平和構築の

ための現地社会のオーナーシップ」の促進という目的のために調整することに

よってはじめて、「オーナーシップ」原則は平和構築と結びつくことになる（図

４参照）。 

 

図４：国際支援を通じた平和構築のためのオーナーシップ促進 
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高まることが多い。 

国家機構の構築・再建・能力強化は、多くの平和構築の現場において中心的

な課題となっている。だが現地政府機構は平板な一枚岩なものではなく、先進

国においても当然そうであるように、紛争後国の政府機構も複雑な政治的・業

績的事情を抱えていることが普通である。それをふまえた上で、「現地社会のオ

ーナーシップ」を育成していくためには、国家機構の発展を支援する際にも、

それ以外の場面でも、平和構築の観点から総合的に発達させた戦略的発想にも

とづいて行動することが求められる。 

 第一に、「現地社会のオーナーシップ」を発展させるための総合的な戦略を持

つためには、その社会の望ましい憲法（Constitutional）秩序のあり方に常に配慮

していくことが重要である。平和構築の場面では、国際社会の支援が現地国家

機構における権限の配分に大きな影響を与えることがある。これは意図せず否

定的な影響を与える場合にも、意図的に積極的効果を狙って影響力が行使され

る場合にも、あてはまる。たとえば、しばしば開発援助が、むしろ独裁政権下

で進展していくことがよくある。強権的な国内統治機構が開発援助受け入れに

積極的である場合のほうが、社会的混乱や、援助受け入れに過敏な政権が存在

しているような場合と比べて、国際社会が非常に効率的に援助プロジェクトを

行うことができる可能性が高いからである。しかしそのような場合、国際支援

が間接的に独裁政権を手助けする効果を持つことについて、国際社会の側が意

識的になる必要がある。必ずしも独裁政権というほどには極端でなくても、許

認可権を持つ行政府が国際社会の対抗上、あるいは効率的な援助遂行を求める

国際社会の後押しを受けて、行政権の権限拡大を図ることは、各地で頻繁に見

られる傾向である。そのような場合、たとえば行政権と、立法権・司法権の間

に健全とはいえない関係が生み出されてしまうことになる。こうした弊害に注

意を払いつつ平和構築を進めていくためには、現地社会において安定的で正当

性の高い憲法秩序を確立し、維持・充実させていくという総合的な視座を常に

失わないことが、重要である。国民の高い支持を得た憲法秩序の発展なくして、

「現地社会のオーナーシップ」の発展はありえない。 

 第二に、制度的な仕組みの中で繰り広げられる現地社会内部の人間集団間の
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関係に十分に配慮をすることが求められる。たとえば、国家機構の担い手は、

単なる当該国の国民という存在ではなく、実際には異なる政党に属する人々で

あったりする。特に代議制民主主義国家の制度を当該国が採用している場合、

健全な政党政治の発展は、「現地社会のオーナーシップ」発揮に大きな意味を持

つ。新興独立諸国で紛争を経験した国々は、英米流の代議制民主主義制度を独

立時に採用していたり、あるいは紛争後の平和構築の過程でそのような制度を

採用していたりする場合が多い。そのような国々とっては、武力紛争につなが

りかねない対立を、政党間の制度的競争・審議に移行させることが、平和構築

の進展において根幹的な意味を持つ。開発援助のドナー国や国際機関は、内政

干渉とみなされることを恐れる余り、あるいは効率的な援助プロジェクトの遂

行を好む余り、政党政治にかかわる領域での支援を敬遠する傾向を持ちがちで

ある。だが議会内を中心とする国政レベル及び地方政治における健全な政党間

関係の成立に向けた支援や、草の根レベルの政治的問題をめぐる議論を制度的

な審議のレベルに持っていくための仕組みづくりは、「現地社会のオーナーシッ

プ」樹立に向けた動きの中で決定的な意味を持つ。特定の政党への支援や批判

につながるような動きを避けるのは当然として、その上でなお健全な政党政治

の発展を促進する方法が模索されなければならないだろう。 

 第三に、セクター、省庁、その他の組織への支援体制を、平和構築の観点か

ら見た政策的優先度および組織的優先度の問題と連動させ、なるべく短期的な

方法論上の選択に惑わされることなく、見定めていくこともまた重要である。

たとえば貧困問題や麻薬栽培が平和構築の行方に大きな影響を及ぼす地域のよ

うな場合に、農業支援が大きな意味を持つ場合がある。それをふまえた支援を

行う際に、必要十分な範囲での農業セクター関連省庁・組織との調整体制を促

進すべきであるだけでなく、中心的になる現地アクターの設定にあたっても長

期的な視点からの配慮を優先させることなどが求められる。つまりたとえば単

に短期的な成果を出してもらいやすい省庁の責任範囲を無計画に広げたりする

のではなく、平和構築の観点から望ましい国家機構の枠組みの見込みに配慮し

た、つまり国家機構のあり方をめぐる制度強化や能力構築に対して十二分に配

慮した実施体制を作っていくことなどが求められる8。 



 - 183 -

 

２－３ 地方自治体の促進 

 

 憲法秩序、政党政治、省庁関係等の問題は、いずれも首都における中央政治

だけにとどまる問題ではなく、地方レベルでの対応措置が必要である。もちろ

ん単に中央政治と歩調を合わせるという観点においてのみではなく、平和構築

の観点から見たときに望ましい、それぞれの地方の実情に応じた「現地社会の

オーナーシップ」を促進すべく政策を立案・実施することが求められる。「オー

ナーシップ」の担い手である「現地社会」は、特定の個人によって代表される

ものではなく、十分な社会的厚みを持つように、重層的に解釈されるべきもの

である。その際に、中央政府の国家機構の問題だけにとらわれず、地方自治体

等のあり方にも配慮して、「現地社会のオーナーシップ」を促進していくことが

望ましい。 

 そこでしばしば大きな検討課題となるのは、第一に、「分権化（decentralization）」

の問題である。世界銀行に代表される援助機関は、「分権化」を発展途上国一般

に共通して望ましい政策課題として提示する姿勢をとっている。なぜなら分権

化が、民主化推進につながり、効率的な援助実施や、腐敗防止にも効果的であ

ると考えるからである。平和構築の観点から見ても、分権化を正当化する議論

が妥当である限りにおいて、分権化が「現地社会のオーナーシップ」促進にも

役立つと仮定する根拠はあるだろう。しかし分権化の正当化には、それぞれの

地域の事情もふまえた上での、具体的なレベルでの慎重な検討が常に求められ

る。平和構築の観点から本質的に望まれるのは、分権化が総合的な意味での憲

法秩序の安定にどのように貢献するか、という点である。それは「分権化」を、

国民的合意が得られる形で、どのように憲法秩序の中で制度化していくか、と

いう問題に始まる。さらに、分権化の充実を目に見えた公共サービスの向上に

つなげ、実感としての憲法秩序への信頼感の増大につなげていくことが重要で

ある。 

 第二に、地方レベルでの政治・行政に求められるのは、中央政府が十分に注

意を払うことができない政策的論点を拾い出し、対応策をきめ細かく実施して
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いくことである。この意味で、中央レベルで求められる政党政治促進のような

配慮は、地方政治の促進とあわせて調整されるべきものである。また、地方自

治体においても、行政の長のみに権限が集中するような仕組みが、いたずらに

効率性の観点から求められることは、望ましくない。地方議会の活性化と、議

会と行政府の役割を、それぞれの地方の実情をふまえて検討することは、大き

な意味を持つ。さらに言えば、適切な議題設定および対応策の検討を目指した

草の根レベルでの住民間の政策対話の促進は、平和構築の観点から見た「現地

社会のオーナーシップ」促進にとって極めて重要である。 

 第三に、中央政治レベルにおいて配慮が求められるセクターや省庁間の調整

の問題は、さらに地方部での重層的な複雑性を織り込みながら、重要性を持つ。

中央政府と地方政府が対立せざるをえないような実施者策定が避けられなけれ

ばならないことは、言うまでもない。また、ドナー国などが特定の地域への援

助を一方的に進めてしまう場合、地域間格差や確執といったものを悪化させて

しまう懸念を生みだす。単に特定の地域において円滑に援助プロジェクトを実

施することだけにとらわれるのではなく、全体的な平和構築の見通しにおいて、

それぞれの地域への関与の在り方をどう調整していく配慮がなければ、「現地社

会のオーナーシップ」の促進はありえない。 

 

２－４ 市民社会組織の促進 

 

 「現地社会のオーナーシップ」の担い手は、公的機構のみに限られない。非

政府の市民社会組織が重要な担い手になることは、当然である。市民社会組織

の基盤を欠いたままでは、永続性のある平和を構築していくことには困難が伴

うだろう。だが市民社会組織の位置づけが、公的機関におけるよりもさらに一

層複雑であることもまた事実であろう。 

 第一に、市民社会は自動的に正当性が保証されている組織ばかりを持ってい

るわけではないことは認めなければならない。当該社会が持つ正当性の枠組み

の中に、個々の市民社会を審査して位置づける過程は、適正な「オーナーシッ

プ」育成のためには必要不可欠である。ただしその際に正当性の審査基準とな
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るものが、単なる国会機構による許認可だけに限られる必要はない。むしろ活

動内容面に即した審査が必要であろう。たとえば、国際社会でも現地社会でも

容認されない価値規範を信奉する市民社会組織には、正当性が付与されないよ

うな仕組みが求められる。実際の運用者に犯罪者が含まれていないかなどの審

査要件も、妥当性があるだろう。その上で、正当性を持つ市民社会組織がそれ

によって高い社会的認知を得ていくことができるような環境を、社会の中に醸

成していくことが望まれる。 

 第二に、市民社会組織を平和構築に大きな影響を与える政治空間の中で位置

づける作業が求められる。それは必ずしも政策協議において市民社会組織にも

席が与えられるべきだということに還元されない。実施面での柔軟な連携など

も含めて、様々な間口が可能である。また、市民社会組織は、支援の結果とし

て活動規模が目に見える形で拡大したり縮小したりする。そしてその結果は、

社会意識の面で、政策実施の面で、大きな影響を及ぼすことになる。たとえば

建設会社と見分けがつかない自称NGOを育てることにどのような副次的な効果

があるのか、紛争後に海外からの帰国組が設立した NGOが都合のよい現地社会

組織としてドナー国の外国人と緊密な関係を築いて財力を伸ばしていくことが、

「現地社会のオーナーシップ」の発展にどのような影響を及ぼす可能性がある

のかは、当初から予見しうるものとして十二分に配慮を施しておく必要がある。

平和構築の促進を図り、停滞を回避するためには、望ましい市民社会組織の促

進を図り、望ましくない市民社会組織の促進を回避していくことも、大切であ

ろう。 

 第三に、広範な平和構築活動の範囲に応じて市民社会組織の多様性を生かし

きる方法が必要である。市民社会組織は、いわゆる援助業界に通じる NGOだけ

に限定されるものではない。平和構築活動の矮小化につながる機械的な範疇化

は、「現地社会のオーナーシップ」の総合的な発展の阻害的要因になるだろう。

たとえば宗教組織や学術組織なども、平和構築の観点から重要な意味を持つ「オ

ーナーシップ」の担い手である。世界大の「対テロ戦争」が進行中である現代

世界においては、宗教的教義を政治的文脈でどのように表現するか（しないか）

は、平和構築の行方に大きな影響を及ぼす。平和構築につながる正しい宗教教
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義の伝播が持つ重要性は、特筆しきれない重要性を持つ。もちろん、より一般

的な文脈でも、望ましい価値規範の形成に役割を果たす市民社会組織の活動は、

平和構築の観点から促進されるべきであろう。さらに、現地社会の知的関与の

度合いを高めることも、極めて重要である。国際社会は、「現地社会のオーナー

シップ」を技術的な要素のみで処理し、結果として現地社会の人々が広範な政

策課題の検討に加わる間口を閉ざしてしまうことが多い。しかし自らの社会で

行われている平和構築の政策に関して議論する機会がないまま、平和構築にお

ける現地社会のオーナーシップが確保されることなどありえない。時には厳し

い批判、対立点の洗い出し、自由な代替案の精査などをへた複雑な討論を、現

地社会の人々が行うことなくして、「オーナーシップ」が発展するはずがないこ

とは、本当は先進国の人々はよく知っているはずである。しかし政策論を、よ

り高い次元で、生産的な形で行うためには、一般大衆の教育レベルの底上げと

同時に、知的素養のある階層の育成と柔軟な機会の設定が、強く求められる。

そうした観点からの支援が、「平和構築のための現地社会のオーナーシップ」の

促進に決定的な意味を持つということは、もっと強調されていいはずである。 

 

３．オーナーシップ促進のための政策課題 

 

 「現地社会のオーナーシップ」を常に必ず促進する政策課題というものはな

い。それぞれの具体的な政策の設定・実施の中で、望ましい「現地社会のオー

ナーシップ」の姿が追求されなければならないからである。しかしそれにもか

かわらず、平和構築で頻繁に行われる政策課題を想定した上で、それぞれの政

策課題にそった「現地社会のオーナーシップ」促進の指針を策定することはで

きるだろう。そこで本節では、課題ごとに応じた「現地社会のオーナーシップ」

の検討を行う。 

 

３－１ 政治過程支援 

 

 平和構築が「技術支援」の観点のみで捉えられている場合、現地社会におけ
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る「政治的意思」の問題が看過される傾向が生まれる。しかしすでに指摘した

ように、現地社会における平和への「意思」は、平和構築において決定的な重

要性を持つ。内政不干渉原則の尊重の観点から、あるいは「意思」を育成する

ことの困難から、国際社会は「技術支援」に重点を置きがちである。しかしそ

のような一面的なアプローチが、結局はアフリカにおける深刻なブレイン・ド

レインの問題などを助長しているだけなのではないかという批判も存在する9。 

 たとえば、武力紛争に喘ぐ社会に対して、紛争の終結を導く和平交渉を斡旋・

支援することは、重大な「オーナーシップ」育成策であると言える。なぜなら

武力紛争下の状態は、「オーナーシップ」が適切に発揮できない状態であり、そ

の状態を取り除くことは「オーナーシップ」の発展につながるからである。し

かし国際社会が和平合意等の政治的枠組み作りを促進するとすれば、より長期

的な「オーナーシップ」育成にもとづいた方法を促進することが、さらに望ま

れることになる。近年の和平合意は、政治体制の枠組み作りに関する合意内容

を含むことが多く、平和構築の「行程表」としての意味を持っている。それは

平和構築の観点から見た「現地社会のオーナーシップ」進展の「行程表」でも

あるはずだろう。 

 ただし、「オーナーシップ」促進の試みは、和平合意作成時のみに限定される

ものではない。和平合意文書が成立した後の和平プロセス進展の過程などにお

いても、しばしば広範な層が参加する政治的協議または政策協議の機会を通じ

て、国民的な「オーナーシップ」促進のための機会が促進されることになる。

国民的対話が、政治集団間や行政機構だけではなく、非政府組織、あるいはコ

ミュニティ組織といったものを取り込んだ形でも行われることがあるが、そう

した枠組みは、総合的な「現地社会のオーナーシップ」の発展に極めて重要な

意味を持つだろう。 

 より政策論的なレベルで協議をする際の技能について、国際社会が支援をす

ることもありうる。国際社会は、政策調整のインセンティブ自体を与えたり、

政策調整をする際の方法などに関して技術協力を行ったりすることができる。

開発援助をインセンティブにして、開発援助担当省を中心にした政策協議メカ

ニズムの構築を促したりするのは、一例である。 
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また、国際的な場面での政治過程の促進も、重要な課題である。多くの紛争

（後）社会は、近隣諸国との親和性がなければ、実効性のある平和構築活動を

実施しえない環境に置かれている。紛争（後）社会独自のイニシアチブでは近

隣諸国との対話促進に限界があるという場合には、国際社会が率先して地域の

諸国間対話の機会を設けて、「オーナーシップ」を多国間協議の場でも促進して

いくことも、大きな意味を持つだろう。 

 また、国際社会の支援をめぐる意思決定メカニズムに現地社会の組織を直接

的に入れ込んでしまう方法も、当然重要である。開発援助機関の場合、かなり

自然に相手国政府との間で行われている。場合によっては現地 NGOとの協議が

緊密に行われる場合もあるだろう。国際 NGOなどの場合には、現地社会にカウ

ンターパートを見つけるのが普通であり、その場合、意思決定に相手組織が相

当程度に影響を与えることになる。国連においては、平和構築委員会

（Peacebuilding Commission）が、この面において新たな可能性を切り開いてい

る10。 

 

３－２ 政治制度支援 

 

 和平合意や政治的協議で平和構築の道筋が示されても、それが法的裏づけの

ないままにとどまっているのでは、安定的な社会秩序は形成できない。そこで

法制度整備が、大きな平和構築の課題となってくる。紛争（後）社会において

は、不十分な法制度しか存在していなかったり、紛争によって既存の法制度の

前提が崩れてしまっていたりする場合がある。そのような法制度の不備が存在

している場合には、不公正な境遇に置かれている人々は、平和構築に貢献する

機会を奪われていることになる。そこで法制度の再建・充実を支援することが、

「オーナーシップ」育成に向けた平和構築の仕組みを整えていくために、必要

になる。もちろん現地社会のニーズを的確に汲み取り、社会的伝統・情勢を反

映した法制度整備にあたることが、「現地社会のオーナーシップ」促進の観点か

ら望まれる態度である。実際に法整備にあたっては、現地社会の有力者との対

話などをへた内容審議の過程が尊重される11。政党支援も、関連した文脈で位置
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づけることができるだろう12。 

 選挙支援は、多くの国際平和支援ミッションにおいて、重要な要素として取

り入れられている。それは選挙が、平和構築を通じて確立される政治体制に正

統性を付与するという決定的な役割を持っているからである13。政治体制への住

民参加のチャンネルを確立し、選挙民と権力者との間の責任関係を樹立すると

いう点で、健全な「オーナーシップ」の政治的枠組み確立の観点からも、選挙

は大きな意義を持っている。選挙が適正に執行されることなくしては、国家構

成員全体の「オーナーシップ」の間口が狭められてしまうことになる。国際社

会の側が、たとえば単に選挙監視を行ったりするだけではなく、当事国自らが

適正な選挙制度を確立し、円滑に運用していくための能力構築を支援すること

は、特に大きな意味を持つ14。 

 

３－３ 政治文化支援 

 

 和平合意や政治的協議への支援といった政治過程への支援よりも、さらによ

り価値拘束的な政治的性格を持つ支援もある。それは民主主義や人権そして平

和といった価値を基礎にした支援であり、より積極的に国際社会が望ましい方

向に現地社会を導いていくための支援である。このような支援は、政治過程へ

の支援と区別する意味で、政治文化への支援と位置づけておくことができる。 

 民主化について言えば、それは決して平和構築の不可欠の要素であるとまで

は言えない15。しかし実際には、地域機構や二国間援助を通じて、民主化は、し

ばしば平和構築の一要素として位置づけられる16。民主化は、狭義の民主化の手

段である選挙の場合と同様に、住民の政治参加の道を開く重要性を持っている。

もちろん民主化支援は、選挙支援にとどまるものではなく、広範な「民主化支

援」全体が、「オーナーシップ」育成の観点から位置づけされるべき意義を持っ

ている。特に、民主化支援は、より平和構築の目的に資する団体を優遇する形

で実施されることが多いため、平和を求める社会的勢力を支援し、現地社会内

の平和への意思を高めていくための効果を期待されることもある。 

 人権について言えば、それは平和構築にあたって規範的な基盤となるものだ
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と広く論じられている。人権規範が守られている社会が、平和な社会であると

みなすこともできる。「オーナーシップ」育成の観点からしても、人権侵害を防

いで「オーナーシップ」育成の阻害的要因を取り除きつつ、さらに積極的に人

権擁護を掲げることによって自由な「オーナーシップ」の発現に寄与していく

ことは、重要な態度である。こうした観点から、近年の国連平和維持ミッショ

ンは、人権部門を持つことが普通になっている。武力紛争によって生じる市民

の犠牲は疑いなく深刻な人権侵害であり、人権擁護機関は頻繁に武力紛争当事

者を非難する17。ICYT や ICTR のような国連安保理決議によって設立された国

連の特別国際刑事裁判所や18、多国間条約にもとづいて設立された常設の国際刑

事裁判所（ICC）19、さらにシエラレオネ特別法廷（SCSL）のような「混合法廷」

と呼ばれる司法機関が20、平和維持ミッションと直接・間接に結びついていく例

もある21。これらの様々な形態の国際戦争犯罪法廷の活動は、現代世界の平和構

築においては、国際人道法が大きな論点になるだろうことを示している。『ブラ

ヒミ報告』以降の国際支援活動は、不偏不党性は守っても、中立性は絶対的で

はないという立場をとる22。このことは人権擁護の立場を貫くことが、平和構築

における「現地社会のオーナーシップ」を重視してもなお依然として、あるい

は重視するからこそ、大切だという認識が、国際社会に広まっていることを示

している。人権規範が失われたところに、健全な「現地社会のオーナーシップ」

を建設的に発展させることはできないと信じられているからである。 

 なお、紛争解決の手法それ自体を、平和構築の技術支援の対象とすることが

ある。人間相互間の紛争を、武力衝突に発展する前に自らの社会内で解決する

ことができれば、国際社会の手を借りずに平和を構築していけるからである。

これも広い意味での政治文化支援であるとも言えるだろう。紛争解決ワークシ

ョップは、NGOのような草の根の「技術支援」を行っている団体によって実施

される傾向が強い。政治的影響力がある現地政治指導者層に紛争解決「技術支

援」を行うという例はあまりないだろうが、草の根の支援が、長期的な平和構

築につながる社会的基盤の構築につながるものであることも確かである。 

 

３－４ 治安部門改革支援 
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 政治的・法的制度が整えられても、それを実際に運用していく体制が整えら

れなければ、「オーナーシップ」の育成にはつながらない。平和構築において中

核的な意味を持つ治安部門改革に関する支援は、「オーナーシップ」の観点から

も、大きな意味を持つ。軍事機構や警察機構といった治安部門機構が抑圧的に

働いている場合、健全な「現地社会のオーナーシップ」の発展が、国内から阻

害されることになる。暴力装置としての治安部門機構が権力者によって恣意的

に用いられる場合には、市民社会組織や野党勢力の活動が困難になるだけでは

ない。治安部門機構あるいはその他の武装組織が正統な政治機構の指示にもと

づいて適切に運営されない場合には、「現地社会のオーナーシップ」の基礎とな

る政治体制の仕組み自体が形骸化することになる。したがってそのような阻害

的要因を取り除くための措置が必要になる。SSR（治安部門改革）と呼ばれる一

連の措置が平和構築に対して持つ意味に注目が高まっているのは、単に短期的

な治安維持だけのためではなく、長期的な平和構築の土台作りに治安部門改革

が重要な意味を持つという認識が広まっているからにほかならない23。  

 軍事機構の制度的改革の観点から、いわゆる DDR（武装解除・動員解除・社

会再統合）は、平和構築における「現地社会のオーナーシップ」育成にとって

大きな意味を持つ。近代国家とは、マックス・ヴェーバーの定義によれば、「あ

る一定の領域の内部で・・・正当な物理的暴力行使の独占を（実効的に）要求

する人間共同体である。」24したがって平和構築を通じて近代国家の樹立を目指

すのであれば、「正当な物理的暴力の独占」が果たされなければならない25。換

言すれば、紛争後国にしばしば見られるような、政府・非政府の武装勢力が乱

立している状況は、近代国家樹立を前提とした「オーナーシップ」育成にはそ

ぐわない状況なのである。DDR は、乱立する武装勢力を一元化し、近代国家と

しての「オーナーシップ」の基盤を整える作業であると言える26。さらに近代国

家の定義を満たすように一元化された軍事機構が、逆に特定の社会的勢力のみ

によって独占されないようにする配慮も必要になる。民族・宗教・地域問題を

抱える国の場合には特に、社会集団間の適正なバランスがとれた要員確保と政

治的指揮系統の確立が求められることになる27。また、「現地社会のオーナーシ
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ップ」育成を図っていくためには、阻害的な効果を持つ軍事機構要員の素行を

正していくための措置も必要である。新規採用者を含む軍事機構要員に対する

訓練、規律統制措置、さらには軍事機構要員の適正水準での給与支給のための

財政措置などが、求められることになる。 

 SSR の中核に位置づけられるのは、法執行機関、つまり警察機構に関する改

革である。軍事機構の場合と同様に、近代国家樹立の要件である「正当な物理

的暴力行使の独占」を達成するためには、一元的な警察機構を確立するための

改革が施されることになる28。また警察機構が特定の社会的集団の恣意的な影響

下におかることを防ぐための制度的措置も施される。特に SSR 全体を調整する

政策的観点で重要になるのは、軍事機構と警察機構の明確な分離および両者の

敵対関係の回避である。軍事機構と警察機構が、特定の政治勢力と結びついて

派閥化していくような状況では、「現地社会のオーナーシップ」は適正に発揮さ

れないだろう。 

 警察機構は、日常的かつ一般市民レベルで法執行に責任を持つため、警察機

構要員各人の行動は、法と秩序の維持に大きな影響を与える。したがって軍事

機構の要員の場合以上に、新規採用者を含む軍事機構要員に対する訓練、規律

統制措置、さらには軍事機構要員の適正水準での給与支給のための財政措置な

どが、重要になる。警察官訓練の場合、単なる技術的支援にとどまらず、人権

規範遵守の意識と行動、「民主的警察」あるいは「コミュニティ警察（community 

police）」の理念の浸透などが、鍵になる。また交通警察官から、騒乱対応型の

特別警察部隊まで、警察機構の編成に応じた訓練も必要になる。 

 

３－５ 司法部門改革支援 

 

 近年の SSRに対する関心の高まりは、SSRは司法機関を取り込んだ形で行わ

れるのでなければ意味をなさないという認識も広めることになった。治安部門

の場合と同様に、司法機関はその強制力のゆえに、抑圧的に働く場合、健全な

「現地社会のオーナーシップ」の発展を、大きく動揺させる。司法機関が政府

または非政府集団によって恣意的に用いられる場合には、広範な現地社会の「オ
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ーナーシップ」の担い手の発展が阻害され、さらには正統な政治機構の確立も

困難になる。法と秩序の番人としての司法機関の改革は、健全な「現地社会の

オーナーシップ」促進にとって、基礎的な意味を持つ。 

 そもそも国民から信頼される司法制度の確立は、社会秩序の安定にとって重

要な要素である。そこで紛争後の平和構築においては、国際社会主導で司法制

度の立て直しが図られることが多い。広義の司法関係の制度改革については、

「移行期の正義（transitional justice）」という語で総称される幾つかの試みが実施

されてきている。近年の傾向としては、巨大予算を必要とする完全な国際裁判

所の形態は避け、なるべく現地社会の意向を汲んで責任感も与えることを狙っ

た現地社会主導の司法機関育成に力点が置かれるようになっている29。「移行期

の正義」の問題が複雑になるのは、「真実委員会」と呼ばれる司法機関ではない

制度が、紛争後社会においてしばしば設立されるためでもある。「真実委員会」

は、通常罰則規定を持たないが、犯罪行為の様相を具体的に明らかにしようと

するものである。常に司法機関と全く交わらないわけではなく、両者の関係は

一律ではない。「真実委員会」は、機微に触れる戦争犯罪の問題を、一方的な国

際社会の押し付けではなく、「現地社会のオーナーシップ」を尊重する形で取り

扱っていくために有効だと考えられている30。 

 国際社会が関与する平和構築において重要な視点となるのは、国際的司法制

度の枠組みと、現地社会の伝統や価値観とのバランスをとっていくことであろ

う。どのような社会であっても、現地社会の習慣や歴史的背景を全く無視した

ところに、安定的な司法制度は維持できない。しかし現地社会の世論によって

態度を変えるような司法制度では、社会的安定はもたらしえず、国際的基準に

そった安定感のある司法制度の導入は、原理的に否定されるべきものでもない。

「現地社会のオーナーシップ」促進の観点から、最も望ましいバランスが模索

されなければならない。なおしばしば紛争（後）社会の混乱した状況で見られ

るのは、司法機関内に腐敗や縁故主義が横行している場合である。個々人の意

識に訴えるだけでは不十分な場合、何らかの制度的措置をとって、改革が模索

されることになる。 

 また、司法制度の円滑な運用には、高い専門的能力を持つ法律家層が必要で
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ある。その能力に疑問がある場合には、平和構築の観点からも、司法関係者へ

の訓練が施されることになる。国際社会の支援で司法研修機関が設けられて、

裁判官や検察官などの法律家の能力向上や、新しいシステムへの対応を図るこ

ともある31。通常であれば、少数の法律家層に対する専門的できめ細かい研修等

の措置が必要になる。しかし紛争の影響が大きい場合には、必要な法律家の絶

対数が不足していることがある。司法制度の円滑な運用には、検察、裁判所、

刑務所などに、一定の法律知識を持った法務官が必要になる。現地社会の大学

法学部などを、国際社会の支援で強化していくことも模索される32。 

 司法活動は高度に専門的な活動であるがゆえに、その意義や成果を一般市民

に広く伝えていくための仕組みにも、注意が必要である。不正が公正に裁かれ

る光景は、人々に平和構築のプロセスへの自信を与える要因となる。また、法

的枠組み内で紛争解決が図られるという制度への信頼も醸成される。したがっ

て司法制度への信頼を、平和的な紛争解決方法の利用へと導いていくことが、

平和構築においては重要な点である33。 

 

３－６ 行政機構支援 

 

 「オーナーシップ」においては、政府機関が重要な役割を持つ。政府だけが

排他的にオーナーシップを行使するわけではないとしても、政府を中心にした

体制で「現地社会のオーナーシップ」を育成していくのが通常だからである。

そこで現地政府の平和構築における意思と能力が問われることになる。国際社

会が一般的に用いる手法は、行政機構への「技術支援」を通じて、現地政府の

能力開発(capacity development)を図り34、「当事国のオーナーシップ育成」の基盤

形成を支援していくことである。 

 紛争後国の政府機関には、人材の枯渇が深刻な問題になっている場合が少な

くない。紛争の影響による教育水準の低下、働き盛りの人材の犠牲、優秀な人

材の国外流出、低給与による民間セクターへの流出などが、背景にあることが

多い。これらの要因のうち、能力水準の低さの問題については、各種の能力開

発支援策が、対応策として用いられることになる。能力開発は、「オーナーシッ
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プ」を公的部門での人材面で直接的に向上させることを狙った支援策であると

言える。もっとも能力開発には、個人単位で行われるものだけではなく、組織・

制度単位で行われるものもある。 

 財政状況が逼迫している紛争後国においては、公務員の給与が著しく低い水

準に抑えられている場合が少なくない。しかし一定の能力を持つ人材を政府機

関で採用・維持していくためには、それにみあった給与水準の維持が必要にな

る。そこで公務員の給与水準を維持するなどの目的にそって、現地政府の国家

財政に直接的に資金を提供する措置がとられることがある。プロジェクト単位

の開発援助の仕組みからは大きな転換になるため、英米系の開発援助機関が部

分的に実施しているものの、必ずしも国際社会で一般的になっているとは言え

ない。特に紛争（後）社会で見られるような、汚職が蔓延していたり、財政運

営能力がなかったりする政府に対して行う場合には、直接財政支援（DBS）に

は危険が伴うと、しばしば指摘される。ただし「オーナーシップ」育成の観点

からすれば、その意義を完全に否定することもできない。開発援助機関の側か

らすれば、本国に対する説明責任を考えると、DBS 実施には踏み切れないとい

うことになる。しかし平和構築の観点からすれば、「当事国」に、成功の場合も

失敗の場合も、責任を持たせる仕組みが求められることも事実である。 

 なお公務員の給与水準が特に問題になるのは、多くの国際機関や国際 NGOが

比較的高水準の給与で現地職員を雇用している場合である。これは大規模な平

和支援ミッションが組織されたりする紛争（後）社会で、常態化している現象

である。そのような場合には、現地政府から国際機関へと、あるいは国際機関

の撤退・規模縮小後には国内から国外へと、現地社会の人材のブレイン・ドレ

インが起こりやすくなる。ブレイン・ドレイン現象は、国際社会による能力開

発支援の成果を根底から覆す深刻な事態であり、関係諸機関は当初から対策を

練っておく必要がある。 

 世界銀行や UNDP をはじめとする開発援助機関が、分権化(decentralization)を

推進する政策を持っていることについてはすでにふれた35。分権化の意義につい

ては様々な正当化理由があり、政治的・行政的・財政的分権化が、民主化、行

政効率化、貧困削減につながるという議論などが盛んである。いずれにせよ地
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方レベルで率先的に改革を導入し、重点的な能力開発を行うことが、円滑で効

果的な開発援助にもつながるという期待が国際社会の側にあることは確かであ

ろう。現代世界では、発展途上国においてこそ首都への一極集中的な都市化現

象が進行している場合が少なくない。紛争（後）社会においては、さらに紛争

に関連した人口移動がからんでくる。そこで都市部での失業対策と農村での貧

困対策などを、プロジェクトごとに区別して実施する必要性が生まれる。平和

構築の観点から分権化が正当化されるのは、日常生活に近い部分で政治参加や

「平和の配当」を実現することを通じて、「オーナーシップ」を地方レベルで、

あるいは複合的なチャンネルで、発展させていく可能性が高まるからである。

しかし分権化は手段であり、それ自体が平和構築の政策目的ではないので、「現

地社会のオーナーシップ」育成の観点からの政策調整は必要である。 

 

３－７ 人道・開発支援 

 

 人道・開発支援が、紛争（後）社会で果たす役割は、平和構築に大きく関係

するものだけでも、多岐に渡る36。人道・開発支援は、実は平和構築の観点から

見た「現地社会のオーナーシップ」促進に、大きな意味を持っている。 

 紛争（後）社会で、生活を続けていくこと自体に人々が疲弊している状況で

は、なかなか「オーナーシップ」は達成されない。人道的支援等を通じた生活

の維持は、日常生活を続ける市民であれ、難民・避難民であれ、共通して必要

とするものである。さらに基本的な人間生活の必要物を満たしていくことが求

められる。開発の分野で「人間の基本的ニーズ（BHN）」といわれるものを提供

していくことが、いわゆる人間の安全保障につながり、現地社会の人々が、安

定した生活基盤を持って「当事国のオーナーシップ」の担い手となっていくた

めに、必要なことである。 

 多くの社会において、社会的差別を受けている集団が存在する。最も大きい

のは女性という集団だが37、子どもという少数者弱者集団も存在する。また社会

的差別にあってきた少数民族などもいる。さらに紛争の被害を受けて物理的・

精神的障害を背負った人々もいる。これらの集団の力を強化するエンパワーメ
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ント策は、ある種のアファーマティブ・アクションに相当し、総合的な意味で

の「現地社会のオーナーシップ」育成に直結する事項である。 

 インフラ整備などを含めた社会資本整備も、「現地社会のオーナーシップ」と

無関係ではない。特に重要なのは、平和構築につながることが期待される社会

資本の整備である。たとえば、地理的環境の厳しさに加えてインフラが極度に

疲弊している地域においては、幹線道路の整備などが、政府の統治能力の向上

などの社会的安定に資する効果を持ちうる38。 

市民社会の興隆は、草の根から「現地社会のオーナーシップ」育成を図って

いくために不可欠の要素であることについては、すでに前節でふれた。健全な

緊張関係を保つ市民社会があって初めて、説明責任を果たす政府の活動が生ま

れる。また市民社会の能力強化によって、平和構築と経済発展へのダイナミズ

ムを牽引する民間セクターが生まれ、「現地社会」の総合的能力の底上げが達成

される。開発援助にあたって、市民社会の役割を重視する視点が望ましいこと

については、あらためて強調すべき重要性がある。各国政府および開発援助機

関は、市民社会育成の観点から、あるいは民主化の観点から、現地 NGOを支援

実施パートナーにしたり、能力開発支援の対象に選定したりしている。また国

際 NGOは、独立性の高い現地事務所を立ち上げるのでなければ、現地 NGOを

カウンターパートとして活動するのが通常である。ただし現地 NGOが国際ネッ

トワークに依拠して活動を発展させるような状態は、「オーナーシップ」の観点

からは、必ずしも最適とは言えず39、適正かつ総合的な「オーナーシップ」育成

の道筋が、現地政府の責任あるリーダーシップと、国際社会の協力で、模索さ

れるべきである。 

 また、市民社会に関連して、平和構築におけるメディアの役割には、特筆す

べきものがある。権力者から一定の距離を置きつつ、政治状況を客観的に国民

に伝えていくメディアが存在するかどうかは、現地社会の構成員が独自のイニ

シアチブで「オーナーシップ」を発揮していけるかどうかに大きな影響を持つ40。

紛争（後）社会においては、緊迫した政治・経済情勢により、独立したメディ

アが存在していないことが多い。そのような状況は、一般住民から自国の情勢

について客観的な判断を下すための材料が奪われていることを意味し、「オーナ
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ーシップ」の育成にとって望ましくない。しかしこの分野での国際社会の支援

は、必ずしも平和構築における「現地社会のオーナーシップ」の観点から見て、

芳しい成果をあげているとは言えない。たとえばメディア支援を通じてドナー

国が欧米流の価値観の導入を狙っているため、自由で独立したメディアの育成

に必ずしも効果をあげていないという指摘もある41。あるいは家庭用テレビがほ

とんど普及していない国で先端的なテレビ放映機材を供与するなど、しばしば

先進国のメディアの理解と、現地社会の理解との不整合が露呈することもある。 

 国際社会は、様々な文化交流・対話の形をとって、異なる社会集団間の和解

を促進してきている。たとえばスポーツ交流や大学間交流、また宗教間対話や

異民族集団間対話などである42。この分野の支援は、国際機関や政府機関ではな

く、NGOによる民間の草の根のレベルで活発に行われている。この点も前節で

すでにふれたが、長期的な平和構築支援としての重要性は持っている。文化的

ネットワークであっても、結果として異集団との交流が活発になるのであれば、

それは社会の精神的基盤の強化につながる。交流を通じた文化的な面でのエン

パワーメントが「自信」につながれば、「オーナーシップ」の促進にも通じてい

くはずである。 

 

４．おわりに 

 

 本稿では、「現地社会のオーナーシップ」が平和構築において持つ意義につい

て、まず全体的位置づけの整理を行った。次に「現地社会のオーナーシップの

担い手」の観点から、留意点を分析した。さらに政策論点の面から、「現地社会

のオーナーシップ」と平和構築の関連について、考察した。これらの議論にお

いて本稿は、平和構築活動において、「現地社会のオーナーシップ」は、単に必

要不可欠であるということだけではなく、平和構築の全体的方向性を決定づけ

るような重要性を持つ課題であるということを明らかにしようとした。そして

さらに留意すべき点を指摘していくことを試みた。 

 本稿の試みは、いまだ十分に詳細かつ深いものになっているとは言えない。

しかしそのことはむしろ、「平和構築の観点から見た現地社会のオーナーシッ
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プ」促進に関する研究が、さらに必要であることを示唆する。本稿は、さらな

る研究の発展につながるような議論の視点を提示することを目的としていた。

今後の研究においては、さらに詳細に具体的な事例にもとづく考察が必要とな

るだろう。 
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